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検討会開催要綱

平成 21 年度「地域保健総合推進事業」

特定健康診査・特定保健指導等受診率向上に関する事例集作成検討会開催要綱

１．事業目的
　平成 20 年度から医療保険者にその実施が義務づけられた、メタボリックシンドロームに
着目した特定健診の受診率及び特定保健指導の実施率が伸び悩んでいる。初年度でもあり、
国民への周知不足などから、低率となっているが、今後、実施目標達成に向け、効果的なハ
イリスク・アプローチ及びポピュレーション・アプローチを展開していく必要がある。また、
　がん健診等健康増進事業との有機的な連携が必要となってくる。
そこで、効果的な受診率向上策等を展開している事例を分析・評価し、今後の活動に資する
事例集を作成する事を目的とする。

２．事業実施計画
　①特定健診・保健指導等の受診率の高い市町村及び医療保険者を抽出し、ヒアリング調査
　　を実施する。
　②受診率・実施率の向上策のポイントをまとめる。
　③事例集を作成する。

３．事業実施予定期間
　平成 21 年 10 月１日から平成 22 年３月 31 日まで

４．事業内容
　・検討会の開催（受診率向上策についての検討）４回程度
　・ヒアリング調査
　・事例集の作成

５．検討会構成員
　次ページ参照
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検討会構成員名簿

委員氏名 所　属・役　職　　　　　　

○ 大木　幸子 　杏林大学保健学部看護学科　地域看護学研究室　教授

　 小林　浩子 　仙台市健康福祉局保健衛生部健康増進課　健康増進係長

　 櫻井　尚子 　東京慈恵会医科大学大学院医学研究科　教授

　 竹内　和代 　所沢市保健福祉部保健センター成人保健課　主査

　 土屋　厚子 　静岡県厚生部医療健康局健康増進室　主幹

　 長田　和美 　矢崎健康保険組合　事務長

　 藤井　広美 　社団法人日本看護協会事業開発部　チーフマネージャー

　 水嶋　春朔 　横浜市立大学医学部社会予防医学教室　教授

　 太田ひろみ 　杏林大学保健学部看護学科　地域看護学研究室　准教授

　 森田　桂 　杏林大学保健学部看護学科　地域看護学研究室　講師

　 加藤　昌代 　杏林大学保健学部看護学科　地域看護学研究室　助教

○：座長                                                                             （敬称略）
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